
久留米広域合併協議会(第 11 回)議案等 
 

 

《報告事項》 

報告第１６号  第１０回協議会以降の協議会活動について        Ｐ １， ２ 

報告第１７号  新市建設計画(原案)に対する住民意見の募集結果について Ｐ ３， ４ 

 

《議  案》  

第１５号議案  地方税の取扱いについて                Ｐ ５， ６                                  

第１９号議案  商工・観光関係事業の取扱いについて(第９回協議会議案等 Ｐ２１～２５) 

第２２号議案  町名・字名の取扱いについて   （第 10 回協議会議案等 Ｐ１０～１２) 

第２３号議案  一般職の職員の身分の取扱いについて 

                                       （第 10 回協議会議案等 Ｐ１３～１６） 

第２４号議案  特別職の身分の取扱いについて  （第 10 回協議会議案等 Ｐ１７～１９） 

第２５号議案  条例、規則等の取扱いについて  （第 10 回協議会議案等 Ｐ２０～２２） 

第２６号議案  国際交流事業、姉妹都市の取扱いについて 

（第 10 回協議会議案等 Ｐ２３～２５） 

第２７号議案  道路事業に関する取扱いについて （第 10 回協議会議案等 Ｐ２６～３０） 

第２８号議案  公共交通に関する取扱いについて （第 10 回協議会議案等 Ｐ３１～３３） 

第２９号議案  土地利用に関する取扱いについて （第 10 回協議会議案等 Ｐ３４～３７） 

第３０号議案  学校教育事業・通学区域の取扱いについて 

（第 10 回協議会議案等 Ｐ３８～４１） 

第３１号議案  社会教育事業の取扱いについて  （第 10 回協議会議案等 Ｐ４２～４６） 

                                   Ｐ ７～１１ 

第３２号議案  農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについて    Ｐ１２～１５                                   

第３３号議案  広報広聴事業の取扱いについて             Ｐ１６～１８ 

第３４号議案  障害者福祉事業の取扱いについて            Ｐ１９～２２ 

第３５号議案  児童福祉事業の取扱いについて             Ｐ２３～２６ 

第３６号議案  高齢者福祉事業の取扱いについて            Ｐ２７～３３ 



報告第１６号 
 
 

第１０回協議会以降の協議会活動について 
 
 
 第１０回協議会以降の協議会活動について、別紙のとおり報告する。 
 
 
 
 
 
 

平成１５年１１月１２日提出 
 

              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 

１ 



第１０回協議会以降の協議会活動について 

 

《会議》 

 １１月４日 合併協議会幹事会(第１１回) ○合併協定項目の第１１回提出議案 

                     ○協議会(第１１回)開催要領(案)など 

 

《専門部会、分科会活動》前回報告以降分 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０月１５日 財政調整ＷＧ、国民健康保険料（税）システムＷＧ、保健情報システムＷＧ 

１０月１６日 住基ＷＧ、外登ＷＧ、住基システムＷＧ 

１０月２０日 人事調整会議、企画調整会議 

１０月２１日 電算調整会議、農業委員会分科会、汎用機共通ＷＧ、国民健康保険料（税）システ

ムＷＧ 

１０月２２日 財政調整ＷＧ 

１０月２３日 議会部会、議会分科会、戸籍ＷＧ 

１０月２４日 障害者ＷＧ 

１０月２７日 保健福祉部会、新市建設計画策定会議、介護保険システムＷＧ 

１０月２８日 広報・広聴ＷＧ、人事給与システムＷＧ、国民健康保険料（税）システムＷＧ 

１０月２９日 総合調整部会、総務部会 

１０月３０日 保健福祉部会、住基ＷＧ、住基システムＷＧ、保健情報システムＷＧ 

１０月３１日 財産管理ＷＧ 

 

 

事務事業調整について、精力的な部会・分科会開催により、部会レベルでの調整は、ほぼ

終了しつつあります。それに合わせ、合併協定項目ごとの調整方針(案)の作成を行っています。

また、システムＷＧでは、合併後のシステム統合に関する協議を引き続き行っています。 

第１１回協議会に提案する合併協定項目に関する部会はじめ、延べ５部会・６分科会・ 

１９ＷＧが開催されました。 

別 紙  

２ 



報告第１７号 
 
 

新市建設計画(原案)に対する住民意見の募集結果について 
 
 
 新市建設計画(原案)に対する住民意見の募集結果について、別紙のとおり報

告する。 
 
 
 
 
 
 

平成１５年１１月１２日提出 
 

              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 
 

３ 



●新市建設計画（原案）に対する住民意見の募集結果報告

◇原案閲覧者及び意見件数集計表

原案閲覧者
（各市町閲覧場所）

意見提出
（提出者居住地）

（人数） （件数）

久留米市 26 10

田主丸町 5 0

北野町 4 2

城島町 1 1

三潴町 19 2

合　計 55 15

4

各市町

別　紙



 

 

       

１市４町における地方税の滞納繰越分調定額 
及び不納欠損処分額について 
 

                                      （単位：千円） 

市町名 １２年度 １３年度 １４年度 

久留米市 

１６０，９０５ 

（５．４％） 

【２，９７０，７００】 

１８２，４３５ 

（５．５％） 

【３，３００，８１９】 

２２２，６４５ 

    （６．１％） 

【３，６４３，４９４】 

 

４町計 

 

２４，２７７ 

（７．１％） 

【３３９，５９８】 

２３，９８９ 

（７．０％） 

【３４４，２２９】 

４８，３７０ 

（１３．２％） 

【３６５，６７８】 

 

田主丸町 

 

１，０８５ 

（１．４％） 

   【７８，０６１】 

 

１，１２２ 

（１．３％） 

【８３，２９８】 

 

１２，３３０ 

（１４．１％） 

【８７，５３７】 

 

北野町 

   

３，２５９ 

（３．９％） 

   【８３，０２４】 

      

６，１５７ 

（６．０％） 

【１０２，３０９】 

 

１，７９４ 

（１．５％） 

  【１１７，７７７】 

 

城島町 

   

１４，６８７ 

（１３．８％） 

【１０６，１７８】 

   

７，８３６ 

（８．２％） 

【９５，７２２】 

 

２３，１７０ 

（２３．２％） 

【９９，６５８】 

 

 

 

 

 

 

三潴町 

   

５，２４６ 

（７．３％） 

【７２，３３５】 

     

 ８，８７４ 

（１４．１％） 

【６２，９００】 

    

１１，０７６ 

（１８．２％） 

【６０，７０６】 

（注）国民健康保険税（料）は除く。      

（注）久留米市の１４年度分は、見込みによる。     

 

追加資料 

上段 不納欠損処分額 

中段 不納欠損処分額／滞納繰越分調定額 

下段 滞納繰越分調定額 

５ 



 

       

１市４町における国民健康保険税(料)の滞納繰越分調定額 

及び不納欠損処分額について 

 
                                    （単位：千円） 

市町名 １２年度 １３年度 １４年度 

久留米市 

３６１，８５０ 

（３０．３％） 

【１，１９２，３０８】 

３８８，７６０ 

（３１．６％） 

【１，２３１，２２９】 

４４０，０３０ 

    （３５．４％） 

【１，２４３，８３９】 

 

４町計 

 

１２，６４３ 

（４．２％） 

【２９７，９９５】 

２３，０８０ 

（７．３％） 

【３１６，１２９】 

４２，１８０ 

（１２．８％） 

【３２８，７３５】 

 

田主丸町 

   

１，２３６ 

（１．６％） 

   【７６，８８７】 

 

２，７２３ 

（３．０％） 

【８９，６５５】 

 

９，３５６ 

（９．３％） 

【１０１，０８９】 

 

北野町 

   

３，４５７ 

（５．０％） 

   【６８，５２８】 

      

６，２８１ 

（８．１％） 

【７７，３０３】 

 

１，８５８ 

（２．３％） 

   【８２，３５５】 

 

城島町 

   

２，３８６ 

（２．６％） 

【９０，９９６】 

   

５，６０５ 

（６．２％） 

【９０，５４０】 

 

１５，５３３ 

（１７．７％） 

【８７，８５２】 

 

 

 

 

 

 

三潴町 

   

５，５６４ 

（９．０％） 

【６１，５８４】 

     

 ８，４７１ 

（１４．４％） 

【５８，６３１】 

    

１５，４３３ 

（２６．９％） 

【５７，４３９】 

（注）久留米市の１４年度分は、見込みによる。     

 

 

追加資料 

上段 不納欠損処分額 

中段 不納欠損処分額／滞納繰越分調定額 

下段 滞納繰越分調定額 

６ 



 

 

追加資料 
学校施設使用料について 

 
【久留米市】  

区    分 使用料 減免制度 減免の主な基準 

屋 内 運 動 場 ・ 講 堂  有 有 
運 動 場 有 有 
教 室 有 有 

学校教育及び社会教育目的等の使用(全額免除) 

※ 社会体育の普及及び安全な遊び場の確保を目的に、市内に居住、在勤、在学するもので原則とし

て学校施設開放運営委員会に登録されているスポーツ・レクリエーション団体等には小学校の体育

館及び運動場を無料で開放している。 
 
 
【田主丸町】  

区    分 使用料 減免制度 減免の主な基準 

屋 内 運 動 場 無  
運 動 場 無  

 

 
 
【北野町】 

区    分 使用料 減免制度 減免の主な基準 

屋 内 運 動 場 無   
校庭及び屋外運動場 無  
校 舎 無  

 

 
 
【城島町】 

区    分 使用料 減免制度 減免の主な基準 

屋 内 運 動 場 有 有 
運 動 場 有 有 
教 室 有 有 

社会教育及び公益目的等の使用(全額免除) 

 
 
【三潴町】 

区    分 使用料 減免制度 減免の主な基準 

屋 内 運 動 場 有 有 
運 動 場 有 有 
テ ニ ス コ ー ト 有 有 

①学校教育及び社会教育目的等の使用(全額免除) 
②町内に事務所を有する団体が利用する場合(半額免除) 

 

７ 



追加資料 

生涯学習・社会教育施設使用料について  

 

【久留米市】 

施 設 名 使用料 減免制度 減 免 の 主 な 基 準 

生涯学習センター 有 有 
市及び教育委員会若しくはその機関が行事を主催し、又は共催

する場合（全額免除） 

 

 

【田主丸町】 

施 設 名 使用料 減免制度 減 免 の 主 な 基 準 

中央公民館 有 有 
国、地方公共団体又は教育、学術、文化などの団体が使用する

とき（全額免除） 

 

 

【北野町】 

施 設 名 使用料 減免制度 減 免 の 主 な 基 準 

中央公民館 有 有 
①町又は教育委員会が主催する行事に使用するとき（全額免除） 
②町内の社会教育関係団体が、その目的のために使用するとき

（全額免除） 

 

 

【城島町】 

施 設 名 使用料 減免制度 減 免 の 主 な 基 準 

町公民館 有 有 
①教育委員会又は公民館が育成している社会教育団体並びに学

術・文化団体が使用する場合（全額免除） 
②町及び町の各種行政機関が使用する場合（全額免除） 

 

 

【三潴町】 

施 設 名 使用料 減免制度 減 免 の 主 な 基 準 

町公民館 有 有 

①教育委員会又は公民館が育成している社会教育団体及び学

術、文化団体が使用する場合（全額免除） 
②町及び町の各種行政機関が使用する場合（全額免除） 
③町内に居住する者を主な構成員とし、町内に事務所を置く社

会、産業、労働事業に関する団体が使用する場合（半額免除） 

 

 

 

 

 

 ８ 



追加資料 

文化施設使用料について 

 

【久留米市】 

施 設 名 使用料 減免制度 減 免 の 主 な 基 準 

久留米市民会館 有 有 
①本市主催の行事等に使用する場合（全額免除） 
②団体で大ホールを 2 月に 1 回以上定期的に使用する場合 
（10 分の 2 以内免除） 

 

 

【城島町】 

施 設 名 使用料 減免制度 減 免 の 主 な 基 準 

城島町総合文化 
センター 

有 有 

①町及び教育委員会の事業、又は共催事業として使用する場合

（全額免除） 
②営利を目的とせず、かつ、公益性が高い町内の団体が主催し

て使用する場合（全額免除） 
③城島町、大木町及び三潴町内に設置されている財団若しくは

中間法人又は町が出資した財団が主催して使用する場合（半

額免除） 

 

 

【田主丸町】 

施 設 名 使用料 減免制度 減 免 の 主 な 基 準 
田主丸町 
複合文化施設 

未定 未定 未定 

※田主丸町複合文化施設については、平成 16 年 4 月オープン予定 

９ 



追加資料 

社会体育施設使用料について 

 
【久留米市】 

区   分 使用料 減免制度 減  免  の  主  な  基  準 

体育館 

テニスコート 
夜間照明設備 
ほか 

有 有 
市が主催又は共催する行事に使用する場合 

（全額免除） 

 

 

【田主丸町】 

区   分 使用料 減免制度 減  免  の  主  な  基  準 

テニスコート 有 
町民は無料 

有 
田主丸町又は教育委員会が、主催又は共催する行事 

（全額免除） 

グラウンド 
無 

照明設備は有
料 

有 
町が主催する行事に利用する場合 

（全額免除） 

体育館 無   

 

 

【北野町】 

区  分 使 用 料 減免制度 減  免  の  主  な  基  準 

体育館 有 

テニスコート 有 

グラウンドほか 

有 
町民は無料。 
ただし、照明
設備は一部有
料 有 

町又は教育委員会が主催し、若しくは共催する場合

（全額免除） 

体協等の団体が主催の場合（一部免除） 

 

 

【城島町】 

区  分 使用料 減免制度 減  免  の  主  な  基  準 

体育館 有 有 

テニスコート 有 有 

①町又は教育委員会が行政上の必要により使用するとき 

②町又は教育委員会が主催し、若しくは共催するとき 

③町内居住者及び町内に勤務するもので組織された団体

グループがスポーツに使用するとき 

①～③（全額免除） 

 

 

 

 

１０ 



 

 

 

 
【三潴町】 

区  分 使用料 減免制度 減  免  の  主  な  基  準 

海洋センター 有 有 

①町、公民館、体育協会等が行事に利用する場合 

②町内の小中学校及び社会教育団体がその目的のために

利用する場合 

③海洋クラブ会員が利用する場合。 ただし、プールの

個人利用についてはこの限りではない。 

①～③（全額免除） 

④町内に居住するものを主な構成員とし、町内に事務所

を置く産業、労働、社会事業に関係する団体 

（半額免除） 

農業者トレーニ

ングセンター、農

村運動広場 

有 

有 
運動広場
の照明設
備は減免
無 

①農業者及び農業関係各種団体 

②町及び町の各種団体 

③町内の小中学校、保育園及び幼稚園 

④町公民館が育成している各種団体 

①～④（全額免除） 

⑤町内に居住するものを主な構成員とし、町内に事務所

を置く産業、労働、社会事業に関係する団体 

（半額免除） 

 

１１ 



第３２号議案 
 
 
 

農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについて 
 
 
 
農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについて、別紙のとおり承認を求

める。 
 
 
 

 
平成１５年１１月１２日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 
 

 

 

 

１２ 



(別 紙) 

 
 
 

協定項目番号 ７ 協定項目名  農業委員会の委員の定数及び任期の取扱い 

調  整  内  容 

 
農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについては、農業委員会等に関する法律（昭和２

６年法律第８８号）第３４条第２項の規定を適用し、現行の区域のまま５つの農業委員会を設

置し、各農業委員会の委員は引き続き在任する。 
 
さらに、新市としての一体性確保の観点から、平成１７年７月２０日までに新市を全域とす

る１つの農業委員会に統合するものとする。 
 
また、統合後の農業委員会の選挙による委員の定数及び選挙区については、合併までの間に

調整するものとする。 

 

 

 

 

１３ 



資 料 

農業委員会の委員の定数及び任期の取扱い 

 
（１）農業委員会の設置 

○ 農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農家の地位の向上に寄与するため、市

町村に農業委員会を置き、その区域面積が 24,000ha を超える市町村又はその区域内の農

地面積が 7,000ha を超える市町村にあっては、市町村長は、その区域を２以上に分けて

その各区域に農業委員会を置くことができる。 

○ 関係法令：農業委員会等に関する法律第３条 

 

（２）農業委員会委員の構成 

○ 選挙による委員（政令による定数基準に従い、10 人～40 人で定数条例を定める。） 

    選任による委員（農協、農業共済推薦理事各１名、議会推薦の学識経験者５名以内） 

  ○ 定数基準（新市では、区分Ｃの定数基準に該当） 

定数基準 区      分 

２０人以下 Ａ 
農地面積が 1,300ha 以下で、 

基準農業者数が 1,100 以下 

３０人以下 Ｂ 区分Ａ及び C 以外 

４０人以下 Ｃ 
農地面積が 5,000ha を超え、 

基準農業者数が 6,000 を超える 

○ 関係法令：農業委員会等に関する法律第７条、第 12 条 

 

（３）選挙の単位 

  ○ 農業委員会の選挙による委員は、その農業委員会の区域において選挙を行い、条例で、

その農業委員会の区域を分けて２以上の選挙区（すべての選挙区で、農地面積が 500ha

以上又は基準農業者数が 600 以上となること）を設けることができる。この場合におい

て、各選挙区の委員定数は、おおむね選挙人の数に比例して、条例で定める。 

○ 関係法令：農業委員会等に関する法律第 10 条の２ 

 

（４）農業委員会現況比較 

現         況  
区  分 

久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 計 

農 地 面 積

(H12 ｾﾝｻｽ) 
3,404ha 2,359ha 1,120ha 800ha 929ha 8,612ha 

農 家 戸 数 

(H12 ｾﾝｻｽ) 
3,581 戸 2,209 戸 908 戸 723 戸 878 戸 8,299 戸 

選 挙 区 数 

及 び 

選 挙 委 員 数 

３選挙区 

２０名 

１選挙区 

１３名 

１選挙区 

１３名 

１選挙区 

１２名 

１選挙区 

１１名 
６９名 

選 任 委 員 数 ７名 ７名 ５名 ７名 ６名 ３２名 

任 期 満 了 日 H17.07.19 
H18.09.29 

H18.09.15 H17.07.19 H16.02.29 － 

１４ 



 

 

 

（５）合併特例法等適用比較 

区  分 農業委員会等に関する法律第 34 条 市町村の合併の特例に関する法律第８条 

農業委員会数 
複数設置 

（現行区域割のまま設置） 

複数設置可 

（現行区域割と異なる設置） 

委 員 定 数 

各農業委員会の現行定数をそ

のまま引き継ぎ、すべての農業

委員は在任する。 

 

①単独委員会となる場合は、合併さ

れる市町村の農業委員会の選挙に

よる委員は合併関係市町村の協議

により 40 名を超えない範囲で（超

える場合には互選により）在任す

る者を定める。また、合併する市

町村の農業委員会の委員は全員在

任する。 

②複数委員会となる場合は、すべて

の選挙による委員の互選により、

農業委員会ごとに 10 名以上 80 名

以内で在任することができる。 

任    期 
各農業委員会の任期まで在任

する。 

①単独委員会となる場合は、合併す

る市町村の農業委員会の選挙によ

る委員の任期。 

②複数委員会となる場合は、市町村

の合併後１年を超えない範囲で協

議により定める期間。 

 

                    

１５ 



第３３号議案 
 
 
 

広報広聴事業の取扱いについて 
 
 
 
広報広聴事業の取扱いについて、別紙のとおり承認を求める。 

 
 
 

 
平成１５年１１月１２日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 

 

１６ 



 
 
(別紙) 

協定項目番号 ２０ 協定項目名  広報広聴事業の取扱い 

調  整  内  容 

 

広報広聴事業については、次のとおり取り扱うものとする。 

 

（１）広報事業 

   広報紙については、市政及び地域の文化、伝統、祭りなど情報提供の充実を図るととも 

に、ホームページ、コミュニティＦＭ、ケーブルテレビなどの広報手段を活用する。 

   なお、田主丸町の有線放送は、新市に引き継ぐ。 

 

（２）広聴事業 

 広聴事業については、現在行っている事業は基本的に継続する方向で調整する。 

  また、相談事業については、久留米市の例により統一するが、開催場所・回数等は合併 

までに調整する。 

 

 

１７ 



〇広報事業比較表

田主丸町 北野町 城島町 三潴町

〇広聴事業比較表

田主丸町 北野町 城島町 三潴町

①世論調査
必要時に主管課

が随時実施
必要時に主管課

が随時実施
必要時に主管課

が随時実施
必要時に主管課

が随時実施

②モニター制度 ― ―
広報モニターを

実施
―

③施設見学 ― ― ― ―

④出前講座 実施 ― 実施 実施

⑤インターネッ
ト
   広聴

実施 実施 実施 実施

〇相談事業比較表

庁内 庁外

月２回（弁護
士）市民交流サロ
ン年２回（弁護

士）各市民セン
ター

月２回
宅地建物取引

業者協会相談員

④グラフ紙 ― ―

ＦＡＸで随時
情報提供

ＦＡＸで随時
情報提供

―

広報広聴事業の取扱いについて

⑤報道機関への
   情報提供

ＦＡＸで随時
情報提供

ＦＡＸで随時
情報提供

①広報紙

②ホームページ

③番組制作

毎月１０日発行

有り

有線放送

城島町

有り

毎月５日発行

―

毎月第２火曜発
行

毎月１・１５日
発行

―

有り 有り

―

―

①一般相談 毎日
月１回

各市民セン
ター

―

毎日 ― ―

三潴町

― ― ―

久留米市
田主丸町 北野町

― ― ―

③法律相談
月４回
弁護士

―
月１回

顧問弁護士
― ―

②市政相談

月１回 月１回

⑤交通事故相談
月２回

県の交通事故
相談所相談員

― ―
月１回

交通安全
協会委員

― ―

④人権相談
　(人権擁護委員）

月１回
年２回

各市民セン
ター

月２回

月１回年６回
年１回

各市民セン
ター

月1回

月１回 月１回

⑦建築相談
月２回
建築士

― ― ― ― ―

⑥行政相談
　(行政相談委員）

― ― ―

年適時開催

― ―

⑨司法書士相談
月１回

司法書士
― ― ― ― ―

⑧不動産相談

⑩高齢者相談 毎日 ― ― ― ― ―

久留米市

毎月１・１５日発行

有り

コミュニティーＦＭ
ケーブルテレビ

毎年１回発行

記者クラブへ
情報提供

久留米市

実施

市民意識調査と
して毎年実施

市政モニターを
実施

年２回実施

実施

資　　料
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第３４号議案 
 
 
 

障害者福祉事業の取扱いについて 
 
 
 
障害者福祉事業の取扱いについて、別紙のとおり承認を求める。 

 
 
 

 
平成１５年１１月１２日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９ 



 
 
(別紙) 

協定項目番号 ３１ 協定項目名  障害者福祉事業の取扱い 

調  整  内  容 

 
障害者福祉事業については、次のとおり取り扱うものとする。 

 
障害者福祉事業については、総合的にサービス充実の方向で調整する。ただし、国、県が定 

める制度に基づく事業については、１市４町における現行の実施方法を基本に新市において実 
施するものとする。 

 
（１）久留米市のみで実施している障害者生活支援、移動支援・社会参加促進及び文化・啓発 

事業については、久留米市における現行事業の例により、新市においても現行どおり実施 
する。 

 
（２）個人への金銭給付的性格を持つ重度障害児・者見舞金及び重度心身障害者介護手当につ 

いては、当面現行どおりとし、新市において廃止の方向で検討する。 

 
（３）タクシーチケットの年間交付枚数については、４８枚を基準に調整する。 

 

２０ 



資 料  

障害者福祉事業の取扱いについて 

 
サービス充実が予定される主な事業  

 
サービス充実予定自治体 

区分 事業名 充実内容 
久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

年金･手当 心身障害者扶養共済掛金補助 事業実施 － － － － ◎ 
障害者生  
活支援 障害者生活支援事業 〃 － ◎ ◎ ◎ ◎ 

在宅 
サービス 

住宅改造費の助成 
福祉電話・ファックスの貸与 
成年後見制度補助 

助成額 
事業実施 

〃 

－ 
－ 
－ 

○ 
◎ 
－ 

○ 
◎ 
◎ 

－ 
◎ 
◎ 

－ 
◎ 
◎ 

移動支援･

社会参加  
促進 

点訳･朗読･手話奉仕員養成講座  
要約筆記・手話奉仕員派遣事業  
福祉タクシー購入費補助 

事業実施  
〃 
〃 

－ 
－ 
－ 

◎ 
◎ 
◎ 

◎ 
◎ 
◎ 

◎ 
◎ 
◎ 

◎ 
◎ 
◎ 

文化･啓発 パラリンピック 
障害者美術展  

〃 
〃 

－ 
－ 

◎ 
◎ 

◎ 
◎ 

◎ 
◎ 

◎ 
◎ 

教育･療育

支援 

障害者自立支援事業 
フレンドスクール事業 
発達支援事業 

事業実施 
〃 
〃 

－ 
－ 
－ 

◎ 
◎ 
◎ 

◎ 
◎ 
◎ 

◎ 
◎ 
◎ 

◎ 
◎ 
◎ 

仕事･職業

訓練 
コンピュータカレッジ就学援助 〃 － ◎ ◎ ◎ ◎ 

※太字は、(１)久留米市のみで実施している事業区分 
【障害者生活支援、移動支援・社会参加促進及び文化・啓発事業関係】 

 

※「サービス充実予定自治体」欄の表記については以下のとおりとする。 
◎：未実施で事業新設となるもの 
○：負担減又はサービスの向上となるもの 
－：現状維持 

 
国、県制度に基づく事業  

 

区分 事業名 

手帳 障害者手帳交付（身体・知的・精神） 

年金・手当 
障害者福祉手当等 
福岡県腎臓疾患患者福祉給付金 

保健・医療 
更生医療 
進行性筋萎縮症者療養等給付 
精神障害者医療費公費負担受付 

施設ｻｰﾋﾞｽ 障害者施設措置費（入所・通所） 

在宅ｻｰﾋﾞｽ 
日常生活用具の給付 
補装具の交付・修理 

２１ 



 
 
（２）個人への金銭給付的事業 

 
 

重度心身障害児・者見舞金  
 

相   違   点 
要調整事項 

久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

対象者 
身体障害者１・２級 

療育手帳Ａ 
－ － 

身体障害者 

１・２級 

身体障害者 

１級 

給付額 

身障１級・療育Ａ 

…年額 8,000 円 

身障２級  …年額 4,000 円 

－ － 年額 3,000 円 年額 5,000 円 

対象者数 4,637 人 － － 239 人 155 人 

 
 
 
 

重度心身障害者介護手当  
 

相   違   点 
要調整事項 

久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

対象者 － － － 

・在宅の重度身体障害･精神障

害者を常時介護している者 

・基準表で22点以上の障害者 

・身体障害者1級･2級 

・住民税均等割のみ課

税の世帯 

給付額 － － － 月額 20,000 円 月額 10,000 円 

対象者数 － － － ８人 １人 

 
 
 
 

 

（３）タクシーチケット 
 

タクシー基本料金助成  
 

相   違   点 
要調整事項 

久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

腎臓機能障害者 

以外 
４８枚 ３６枚 ２４枚 ４８枚 ２４枚 

交
付
枚
数 腎臓機能障害者 

４８枚 

(上乗せなし)

３６枚 

(上乗せなし)

２４枚 

(上乗せなし)

７２枚 

（24枚上乗せ）

２４枚 

(上乗せなし)

 

２２ 



第３５号議案 
 
 
 

児童福祉事業の取扱いについて 
 
 
 
児童福祉事業の取扱いについて、別紙のとおり承認を求める。 

 
 
 

 
平成１５年１１月１２日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２３ 



 
 
(別紙) 

協定項目番号 ３２ 協定項目名  児童福祉事業の取扱い 

調  整  内  容 

 
児童福祉事業については、次のとおり取り扱うものとする。 

 
（１）子育て支援センターについて 

子育て支援センターについては、現行事業を継続し、新市においては、地域のバランス 
を考慮しながら実施施設の調整を図る。 

 
（２）学童保育所整備・運営について 

学童保育所整備・運営については、運営内容等に大きな格差があるため、当分の間現行 
どおりとし、新市において統一に向けて調整を図る。 

 
（３）赤ちゃん祝金について 

合併時に祝金制度は廃止するが、北野町で制度創設された趣旨を尊重し、新市において 
少子化対策・次世代育成支援の充実に努める。 

 

 

２４ 



資 料 

児童福祉事業の取扱いについて 

 

１．子育て支援センターについて 
 

相  違  点 
要調整事項 

久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

事業開始 平成９年７月 ― ― ― 平成１２年４月 

事業内容 

◎子育て相談 

◎子育てサー

ク ル の 育

成・支援 

◎子育て支援

講演会 

◎子育て情報

誌の発行 

― ― ― 

◎子育て相談 

◎子育てサー

ク ル の 育

成・支援 

◎子育て支援

講演会 

◎キッズビク

ス 

 

 

２．学童保育所整備・運営について 
 

相  違  点 
要調整事項 

久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

開設時間(平日) 13：00～17：30 放課後～18：00 13：00～17：00 13：30～18：30 13：30～17：30 

開設時間(土曜

日、春夏冬休み) 
8:30～17:30 8:00～18:00 8:30～17:00 8:00～18:30 9:30～17:30 

土 曜 開 設 全土曜開設 全土曜開設 全土曜開設 

全土曜開設 

（４施設の内 

３施設） 

全土曜開設 

保 育 料 ５，０００円 ６，０００円 ５，０００円 

3,000 円 

～ 

5,000 円 

５，０００円 

設 置 状 況 ２７校区全て 
７校区の内 

２校区 

４校区の内 

２校区 

５校区の内 

４校区 
３校区全て 

指 導 員 

 

保育士又は教

員免許保持者 

(連合会雇用) 

 

保育士又は教

員免許保持者 

(運営委員会雇

用) 

保育士又は教

員免許保持者 

(保護者会雇 

用) 

保育士又は教

員免許保持者 

（保育所、PTA

直接雇用） 

保育士又は教

員免許保持者 

(運営委員会雇

用) 

２５ 



 

 

 

３．赤ちゃん祝金について 
 

相  違  点 
要調整事項 

久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

事業内容 ― ― 

北野町に住民登録を

した日から引き続き

１年以上の住所を有

し戸籍の続柄が第３

子以降の出生児の保

護者に支給する。 

 

第３子   ３０万円 

第４子   ４０万円 

第５子～  ５０万円 

― ― 

 

２６ 



第３６号議案 
 
 
 

高齢者福祉事業の取扱いについて 
 
 
 
高齢者福祉事業の取扱いについて、別紙のとおり承認を求める。 

 
 
 

 
平成１５年１１月１２日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 
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(別紙) 

協定項目番号 ３４ 協定項目名  高齢者福祉事業の取扱い 

調  整  内  容 

 
高齢者福祉事業については、次のとおり取り扱うものとする。 

 
（１）生きがいデイサービスについて 

生きがいデイサービスについては、当面現行どおりとする。新市において、現行各市町 
の基準を調整のうえ、継続して実施する。 

 
（２）生活支援ホームヘルプについて 

生活支援ホームヘルプについては、合併までに基準の調整を図り、新市で統一した制度 
で実施する。 

 
（３）配食サービスについて 

配食サービスについては、制度が充実している北野町の例を基本に統一する。ただし、 
合併年度については現行どおりとする。なお、昼間独居者への個人負担については今後検 
討する。 

 
（４）介護用品支給について 

介護用品支給については、当面現行どおりとし、新市において統一化に向け調整を図る。 
 

（５）家族介護慰労金について 
    家族介護慰労金については、新市においても継続して実施する。額については４町の額 

を引き上げ、久留米市の額（年間１２万円）に統一する。ただし、現在北野町、城島町及 

び三潴町で実施されている介護手当事業については、当面現行どおりとし、新市において 

廃止の方向で検討する。 
 
（６）老人クラブについて 

老人クラブについては、補助基準に大きな開きがあるため、当分の間現行どおりとし、 
新市で統一に向け調整を図る。 

 
（７）老人憩いの家について 

老人憩いの家については、設置基準や管理運営形態に差があるため、当分の間現行どお 
りとし、新市で統一に向け調整を図る。 

 
（８）敬老祝金について 

敬老祝金については、対象者や金額の差が大きいため、当分の間現行どおりとし、新市 
で統一に向け調整を図る。 

 

 

２８ 



資 料  

          高齢者福祉事業の取扱いについて  
 
 
（１）生きがいデイサービスについて 

 

要調整事項 
 相 違 点 

 

 

 久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

対象者 
概ね６５歳 

以上 

概ね６５歳 

以上 

６５歳以上 概ね６５歳 

以上             

概ね６５歳 

以上             

内容 

入浴なし 

機能回復訓練

あり 

入浴あり 

機能回復訓練

なし 

入浴あり 

機能回復訓練

なし 

入浴あり 

機能回復訓練

なし 

入浴あり 

機能回復訓練 

なし 

利用回数 

週１回 

（機能維持訓

練：月２回） 

週２回 月４回 週１回 週１回 

利用料金 

６００円 

（生保 400 円） 

６００円 １，０００円 

（生保無料） 

５００円 ７００円 

（生保無料） 

 

 

 

（２）生活支援ホームヘルプについて 
 

要調整事項 
 相 違 点 

 

 

 久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

対象者 
概ね６５歳 

以上 

概ね６５歳 

以上 

６５歳以上 概ね６５歳 

以上 

概ね６５歳 

以上             

内容 
通院の介助 

なし 

通院の介助 

あり 

通院の介助 

なし 

通院の介助 

なし 

通院の介助 

なし 

利用回数 

週２回（２時

間）まで 

月 12 回（18 時

間）まで 

月６回（18 時

間）まで 

週２回（４時

間）まで 

週２回（２時

間）まで 

利用料金 

２３０円／時

間 

介護報酬単価

の１割程度 

介護報酬単価

の１割程度 

２００円／時

間 

２００円／時 

間 
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（３）配食サービスについて 

 

要調整事項 
 相 違 点 

 

 

 久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

対象者 

６５歳以上 ６５歳以上 ６ ５ 歳 以 上

（昼間独居を 

 含む） 

６５歳以上             おおむね６５

歳以上（昼間

独居を含む）     

配食回数 昼夕食２食 昼夕食２食 昼夕食２食 昼食１食 昼食１食 

利用日 月～土 月～金 月～土 月～金 月～金 

利用料 ３５０円 ３５０円 ３５０円 ３００円 ３００円 

 

 

 

（４）介護用品支給事業について 
 

要調整事項 
 相 違 点 

 

 

 久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

対象者 

実施していな

い 

介護保険で要

介護度３以上

に認定された

人を在宅で介

護しており、

紙おむつ等の

支給が必要な

世帯 

介護保険で要

介護度２以上

に認定された

人を在宅で介

護しており、

紙おむつ等の

支給が必要な

世帯   

介護保険で要

介護度３以上

の認定を受け

ている人およ

び重度身体障

害者で介護用

品が必要な人             

介護保険で要

支援以上の認

定を受けてい

る概ね65歳以

上の介護用品

が必要な人     

給付額 

該当なし 

 

5,000 円／月 

を限度 

5,000 円／月 

を限度 

8,000 円／月 

を限度 

5,000 円／月 

を限度 
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（５）家族介護慰労金について 

  

要調整事項 
 相 違 点 

 

 

 久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

要介護度４、

５に相当する

在宅の高齢者

で、一部のサ

ービスを除い

て過去 1年間

介護保険のサ

ービスを利用

しなかった者 

 

 

 

要介護者及び

介護者共に介

護保険料の滞

納がない者 

非課税世帯に

属する要介護

度４、５に相

当する在宅の

高齢者で、一

部のサービス

を除いて過去

1年間介護保

険のサービス

を利用しなか

った者 

 

要介護者及び

その世帯共に

介護保険料の

滞納がない者 

非課税世帯に

属する要介護

度４、５に相

当する在宅の

高齢者で、一

部のサービス

を除いて過去

1 年間介護保

険のサービス

を利用しなか

った者 

 

要介護者及び

その世帯共に

介護保険料の

滞納がない者 

非課税世帯に

属する要介護

度４、５に相

当する在宅の

高齢者で、一

部のサービス

を除いて過去

1 年間介護保

険のサービス

を利用しなか

った者 

 

要介護者及び

その世帯共に

介護保険料の

滞納がない者 

非課税世帯に

属する要介護

度４、５に相

当する在宅の

高齢者で、一

部のサービス

を除いて過去

1 年間介護保

険のサービス

を利用しなか

った者 

 

要介護者及び

その世帯共に

介護保険料の

滞納がない者 

家族介護慰労金 

年額 12 万円 年額 10 万円 年額 10 万円 年額 10 万円           年額 10 万円   

実施していな

い 

 

 

 

 

 

実施していな

い 

要介護度３以

上の認定者を

在宅で介護し

ている者 

一定の基準を

満たす、在宅

生活が３ヶ月

以上継続する

概ね６５歳以

上の者を介護

する者 

要介護度４以

上の認定者を

在宅で６ヶ月

以上介護して

いる家族で、

町民税所得割

が非課税の者 

介護手当事業 

（単独事業） 

該当なし 該当なし 月額 5千円 月額 2万円 月額 1万円 
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（６）老人クラブについて 

 

 相 違 点  
要調整事項 

久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

単位老人ク 

ラブ補助基 

準 

会員数基準に

応じて交付 

(64 名以下 

65,000 円から 

100 名以上 

115,000 まで) 

国県補助基準

に加え、１クラ

ブ当たり年額

12,000 円を上

乗せで交付 

国県補助基準

に加え、会員１

人当たり年額

1,000 円を上乗

せで交付 

国県補助基準

に加え、１クラ

ブ当たり年額

11,000 円を上

乗せで交付 

国県補助基準

に加え、独自基

準の上乗せで

交付 

老人クラブ 

連合会の補 

助基準 

(国県補助基 

準との関係) 

国県補助基準 

に加え、事務局

長人件費、スポ

ーツ振興補助

等を上乗せで

交付 

国県補助基準

に加え、研修費

を上乗せで交

付 

 

国県補助基準 

に加え、健康づ

くり事業補助、

老人クラブ事

務室経費等を

上乗せで交付 

国県補助基準

どおり 

 

国県補助基準 

に加え、独自基

準の上乗せで

交付 

 

 

 

 

（７）老人憩いの家について 
 

要調整事項 

 
  相    違 

   

点 
 

 久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

設置基準 

小学校区に１ヶ所

を整備している 

設置なし 町内に１ヶ所を

整備している 

町内に１ヶ所を整

備している 

設置なし 

設置・運営 

形態 

単独又は校区公民

館との併設 

該当なし 単独 

 

単独 該当なし 

管理運営の 

方法 

市老人クラブ連合

会に委託 

該当なし 社会福祉協議会

に委託 

社会福祉協議会に

委託 

該当なし 
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（８）敬老祝金について 

 

要調整事項 
 

相 違 点 
 

 久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

対象者  

居住期間１年

以上 

【対象年齢】

80 歳、米寿、

90 歳、100 歳

以上 

9 月 1 日現在

居住者 

【対象年齢】

80 歳以上 

居住期間１

ヶ月以上 

【対象年齢】

76 歳以上 

9 月 1 日現在居住者 

 

【対象年齢】 

77 歳、80 歳、88 歳、

90 歳、99 歳、100 歳

以上 

居住期間１

年以上 

【対象年齢】

80 歳以上 

祝い金等の内容 

80 歳 1 万円 

米 寿  ３千円

相当の記念品 

90 歳 3 万円 

100 歳以上 5

万円と祝い状

と記念品 

80 歳以上  

5 千円 

100 歳以上 

5 千円と祝い

状と記念品 

76 歳～7 9 歳 

４千円 

80 歳～8 7 歳 

５千円 

88 歳以上 

１万円 

77 歳      ５千円 

80 歳      ６千円 

88 歳      ８千円 

90 歳  １万２千円 

99 歳  1 万３千円 

100 歳以上 ２万円 

最高齢者  10 万円 

80 歳～8 9 歳 

５千円 

90 歳以上 

１万円 
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